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障害者の雇用状況に改善が見られない３社（うち再公表１社）を公表します
～障害者の雇用の促進等に関する法律第４７条に基づき実施～

東京労働局（局長 山田 亮）は３０日、「障害者の雇用の促進等に関する法律」（障害者

雇用促進法）第 47 条に基づき、当局の繰り返しの指導にかかわらず障害者の雇用状況に改善

が見られない３社について、次の通り企業名を公表（うち１社は再公表）します。

１ 平成 22 年 3 月に企業名を公表した企業で、改善が見られず、今回、再公表となった企業：

株式会社ＲＡＪＡ

（本社：東京都中央区、代表者 藤田 桂子、美容業）

２ 平成 23 年度特別指導対象企業のうち、改善が見られず企業名を公表することになった

企業：

スカイマーク株式会社

（本社：東京都大田区、代表者 西久保 愼一 航空運輸業）

株式会社ホスピタリティ

（本社：東京都中野区、代表者 森谷 博、サービス業）

東 京 労 働 局 発 表

平成 24年３月 30日

東京労働局職業安定部職業対策課

課 長 藤村 静男

課 長 補 佐 松井 勝

地方障害者雇用担当官 佐藤 朋子

地方障害者雇用担当官 前田 修

電 話 03-3512-1664(ダイヤルイン)

ＦＡＸ 03-3512-1566

照

会

先
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株式会社ＲＡＪＡについて

１ 企業概要

○ 企 業 名 株式会社ＲＡＪＡ

（http://www.raja.co.jp/）

○ 所 在 地 東京都中央区銀座３－２－９ RAJAビル

○ 代表者名 藤田 桂子

○ 事業内容 リフレクソロジーサロンの経営

平成８年７月創業。「クイーンズウェイ」の店舗名で、

10都道府県の百貨店や駅ビル内などで英国式リフレクソ

ロジ―サロンを経営

２ 指導経過

以上のような一連の指導の下で、企業側において障害者向けの求人が出

されているが、障害者の雇入れに向けた求人条件や職務の見直しが十分で

はなく、平成22年3月の企業名公表にも関わらず障害者雇用の取組が遅れて

おり、平成23年12月31日現在の実雇用率が0.26％と低い水準にとどまって

いる。

平成17年12月５日 法第46条第１項に基づき、飯田橋公共職業安定所長

から障害者雇入れ計画作成命令を発出

平成18年１月１日～ 雇入れ計画の実施（計画期間 ３年間）

平成19年12月３日 雇入れ計画の適正実施勧告を発出

平成20年12月31日 雇入れ計画の期間満了

平成21年４月～ 特別指導の対象企業に選定し、特別指導を開始

（～平成21年12月）

平成22年１月12日 本省において直接指導を実施

平成22年３月26日 企業名の公表

平成22年４月23日 雇入れ計画の適正実施勧告を発出

平成20年12月16日 雇入れ計画作成命令を再度発出

雇入れ計画の適正実施勧告を発出

平成21年１月１日～

平成22年12月14日

２回目の雇入れ計画の実施（計画期間 ３年間）

雇入れ計画の適正実施勧告を発出

平成23年12月31日 ２回目の雇入れ計画の期間満了

平成24年１月18日 本省において直接指導を実施

〔平成 22 年３月公表までの経緯〕

〔再公表までの経緯〕
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３ 障害者雇用状況の推移

基礎労働者数 障害者の数 実雇用率 不足数

Ｈ17.6.1 1,125人 ４人 0.36％ 16人

Ｈ18.6.1 1,178 ９ 0.76 12

Ｈ19.6.1 1,018 ７ 0.69 11

Ｈ20.6.1 991 ６ 0.61 11

Ｈ21.6.1 1,038 ５ 0.48 13

Ｈ22.6.1 544 ３ 0.55 ６

Ｈ23.6.1 402.5 １ 0.25 ６

Ｈ23.12.31 381.5 １ 0.26 ５

（注） 障害者の数には、重度障害者のダブルカウント等が含まれている。
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スカイマーク株式会社について

１ 企業概要

○ 企 業 名 スカイマーク株式会社

（http://www.skymark.co.jp/ja/）

○ 所 在 地 東京都大田区羽田空港１－５－５

○ 代表者名 西久保 愼一

○ 事業内容 航空運輸業

平成８年11月設立。平成10年に東京‐福岡線で第１便就航。

羽田をはじめ全国15か所の空港で24路線の定期便就航

２ 指導経過

平成19年12月４日 法第46条第１項に基づき、品川公共職業安定所長か

ら障害者雇入れ計画作成命令を発出

平成20年１月１日～ 雇入れ計画の実施（計画期間 ３年間）

平成21年12月17日 雇入れ計画の適正実施勧告を発出

平成22年12月31日 雇入れ計画の期間満了

平成23年４月～ 特別指導の対象企業に選定し、特別指導を開始

（～平成23年12月）

平成24年１月20日 本省において直接指導を実施

（これ以降も労働局、安定所による継続的な指導を

実施）

以上のような一連の指導の下で、企業側においては採用活動を通じて一定の障

害者雇用は進んだものの、事業拡大による急激な社員数の増加により雇用率の改

善が進まず、平成24年１月１日現在の実雇用率が1.19％と低い水準にとどまって

いる。

３ 障害者雇用状況の推移

基礎労働者数 障害者の数 実雇用率 不足数

Ｈ19.6.1 915人 ８人 0.87％ ８人

Ｈ20.6.1 927 ５ 0.54 11

Ｈ21.6.1 919 ３ 0.33 13

Ｈ22.6.1 953 ３ 0.31 14

Ｈ23.6.1 1,615 14 0.87 15

Ｈ24.1.1 1,843 22 1.19 11

（注1） 障害者の数には、重度障害者のダブルカウント等が含まれている。

（注2） ３月15日現在、障害者の数は19人、実雇用率1.00％、不足数15人であり、

依然として未達成である。
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株式会社ホスピタリティについて

１ 企業概要

○ 企 業 名 株式会社ホスピタリティ

（http://www.trajal.net/k-hos.html）

○ 所 在 地 東京都中野区東中野３－１０－１３ ＴＪホスピタリティビル

○ 代表者名 森谷 博

○ 事業内容 サービス業

昭和63年７月設立。トラベルジャーナルグループ傘下企業。

観光産業界を専門に人材派遣を行う人材事業（トラジャルスタ

ッフ）と、リフレクソロジ―に関するスクール（日本リフレク

ソロジスト養成学院）及びリフレクソロジーサロン（ＲＥＦＬ

Ｅ）運営

２ 指導経過

平成19年12月14日 法第46条第１項に基づき、新宿公共職業安定所長か

ら障害者雇入れ計画作成命令を発出

平成20年１月１日～ 雇入れ計画の実施（計画期間 ３年間）

平成21年12月９日 雇入れ計画の適正実施勧告を発出

平成22年12月31日 雇入れ計画の期間満了

平成23年４月～ 特別指導の対象企業に選定し、特別指導を開始

（～平成23年12月）

平成24年１月26日 本省において直接指導を実施

（これ以降も労働局、安定所による継続的な指導を

実施）

以上のような一連の指導の下で、企業側においては障害者の雇入れに向けた求

人条件や職務の見直しが十分でないため、障害者の雇用が進まず、平成24年１月

１日現在の実雇用率が0.46％と低い水準にとどまっている。

３ 障害者雇用状況の推移

基礎労働者数 障害者の数 実雇用率 不足数

Ｈ19.6.1 175人 ０人 0.00％ ３人

Ｈ20.6.1 372 ０ 0.00 ６

Ｈ21.6.1 349 ０ 0.00 ６

Ｈ22.6.1 323 ０ 0.00 ５

Ｈ23.6.1 325.5 1.5 0.46 3.5

Ｈ24.1.1 327 1.5 0.46 3.5

（注1） 障害者の数には、重度障害者のダブルカウント等が含まれている。

（注2） ３月15日現在、障害者の数は1.5人、実雇用率0.46％、不足数3.5人であり、

依然として未達成である。



※

（３年間：平成20年1月～平成22年12月）

※

※

※

（法第47条）

平成21年10月～1２月

雇 入 れ 計 画 作 成 命 令

雇 入 れ 計 画 の 実 施

（平成23年度公表を前提とした特別指導実施企業）

今回の公表企業に係る雇用率達成指導の流れ図

平成19年10月～11月

平成20年１月

平成22年４月
本 省 職 業 安 定 局 長 名
の 雇 用 勧 奨 状

適正実施勧告を発出した企業へ送付

計画の実施状況が悪い企業に対し、
適正な実施を勧告（計画の２年目）
（法第46条第６項）

翌年１月を始期とする３年間の計画
を作成するよう、公共職業安定所長が
命令を発出（法第46条第１項）

雇
入
れ
計
画
期
間

安 定 所 長 名 の 雇 用 勧 奨 状

適 正 実 施 勧 告

（143社に対し発出）

平成21年２月～３月

雇 入 れ 計 画 期 間 満 了平成22年12月末

雇用状況の改善が特に遅れている企
業に対し、公表を前提とした特別指導
を実施

特 別 指 導
（ 9 カ 月 間 ： 平 成 23 年 4 月 ～ 12 月 ）

（45社に対し実施）

平成24年３月

平成23年４月

平成23年12月

公 表

平成19年6月1日現在の雇用状況を踏まえて、

441社に対し発出
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平成17年12月 雇入れ計画作成命令発出

(法第46条第1項)

平成18年１月

（～平成20年12月）
（3年間の計画）

平成19年２月 安定所長名の雇用勧奨状

平成19年10月～12月 適正実施勧告

(法第46条第6項)

平成20年４月 本省職業安定局長名の雇用勧奨状

（適正実施勧告を発出した企業へ送付）

平成20年10月～12月 ２回目の雇入れ計画

作成命令発出 (法第46条第1項)

平成20年12月末 雇入れ計画の期間満了

平成21年１月

（～平成23年12月）
（3年間の計画）

平成21年４月

↓

平成21年12月

平成22年３月末 公 表

(法第47条)

適正実施勧告
(法第46条第6項)

平成23年12月末 ２回目の雇入れ計画の期間満了

平成24年３月

(法第47条)

再 公 表

今回の再公表企業にかかる雇用率達成指導の流れ図

雇入れ計画の実施

２回目の雇入れ計画の実施

特 別 指 導

雇

入

れ

計

画

期

間

二

回

目

の

雇

入

れ

計

画

期

間

適正実施勧告（法第46条第6項）
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公表（再公表）対象企業に対して平成23年度に実施した指導及び
平成23年度における公表を前提とした特別指導の概要

(1) 対象企業

下記①及び②に該当する合計51社
① 平成22年３月26日に企業名公表した５社
② 平成22年３月26日に企業名公表を猶予した１社
③ 平成23年度の公表を前提とした特別指導の対象である45社

(2) 対象企業の代表者に対する指導の実施

対象企業を管轄する公共職業安定所長から、対象企業の代表者に対し、障
害者の雇用に関する事業主の責務、障害者の雇用の現状、これまでの雇用率
達成指導の経緯等について十分説明の上、求職情報の提供、面接会への参加
勧奨等を行いつつ、雇用義務を達成するよう再度の指導をきめ細かく実施し
ました。これと併せて、必要に応じて労働局幹部による指導等を行いました。

加えて、取組が遅れている対象企業に対しては、厚生労働省に来省を求め
て指導を行い、これを踏まえて、労働局及び公共職業安定所においても引き
続きの指導を行いました。

(3) 指導事項

① 平成22年３月26日に企業名公表した企業（５社）及び企業名公表を猶予し
た企業（１社）に対する指導

２回目の雇入れ計画終期（平成23年12月31日現在）において、少なく
とも全国平均実雇用率（1.65％）(※)を上回るよう指導を行いました。ま
た、この指導基準を満たしていない企業を再公表することとしました。

② 平成23年度の公表を前提とした特別指導対象企業（45社）に対する指導
特別指導終了後（平成24年１月１日現在）において、少なくとも全国

平均実雇用率を上回るよう指導を行いました。この指導の結果を踏まえ、
下記Ａ・Ｂのいずれにも該当せず、最終的に行政指導の効果が見込まれ
ないと判断された場合に、公表を実施することとしました。

Ａ 全国平均実雇用率を満たしたこと。

Ｂ 下記イまたはロのいずれかに該当すること。
イ 直近の障害者雇用の取組の状況から、実雇用率が速やかに全国

平均実雇用率以上又は、不足数が０人となることが見込まれるも
のであること。

ロ 特別指導期間終了後の１月１日から１年以内に特例子会社の
設立を実現し、かつ、実雇用率が全国平均実雇用率以上又は、不
足数が０人となると判断できるものであること。
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上記Ｂに該当する企業は、初回の公表に限り公表を猶予するこ
とし、引き続き、労働局及び公共職業安定所において、公表を前
提とした指導を行います。

(4) 指導の結果

① 平成22年３月26日に企業名公表した企業（５社）及び企業名公表を猶予し
た企業（１社）に対する指導の結果、５社については実雇用率の改善が認め
られましたが、残りの１社については改善が認められなかったため、法第47
条の規定に基づき再公表することとしました。（10ページ表２参照）

② 平成23年度の公表を前提とした特別指導対象企業（45社）に対する指導の
結果については、対象企業45社のうち41社については改善が認められました。
（11ページ表４参照）
特別指導期間終了後の平成24年１月１日現在において、上記(3)②のＡ及び

Ｂの基準を満たさなかった２社については、法第47条の規定に基づき公表す
ることとし、上記(3)②のＢの基準を満たした２社については、公表を猶予す
ることとしました。

(5) 今後の指導

公表企業（再公表企業含む）及び公表を猶予した企業に対しては、今後も引
き続き、雇用率達成に向けた指導を実施します。
また、全国平均実雇用率を上回ったものの雇用義務を達成するまでには至っ

ていない企業についても、雇用義務を早急に達成するよう、引き続き指導を実
施します。

(※) この場合の全国平均実雇用率は、特別指導の開始年の前年（平成22年）の
６月１日現在の全国平均実雇用率（1.68%）とするが、特別指導の年（平成23
年）の６月１日現在の全国平均実雇用率（1.65%）がその前年より低下した場
合は、特別指導の開始年の６月１日現在の数値とする。
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１．平成22年３月公表企業に対する指導の状況

（表１） 対象企業の状況

規
模
別

1,000人以上規模企業 ０社

1,000人未満規模企業 ６社

産

業

別

製造業 １社

情報通信業 １社

卸売業、小売業 １社

生活関連サービス業、娯楽業 ２社

サービス業（他に分類されないもの） １社

合計 ６社

(表２) 指導の結果

雇用義務を達成した企業 ５社

公表に至った企業 １社

合計 ６社
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２．公表を前提とした特別指導の状況

（表３） 対象企業の状況

規
模
別

1,000人以上規模企業 30社

1,000人未満規模企業 15社

産

業

別

製造業 ５社

情報通信業 ５社

運輸業、郵便業 １社

卸売業、小売業 16社

金融業、保険業 １社

学術研究、専門・技術サービス業 １社

生活関連サービス業、娯楽業 ４社

教育、学習支援業 １社

医療、福祉 ２社

サービス業（他に分類されないもの） ９社

合計 45社

(表４) 特別指導の結果

雇用義務を達成した企業 2７社

全国平均実雇用率（1.65％）を上回った企業 14社

実雇用率が速やかに全国平均実雇用率以上

又は、不足数が 0 人となることが見込まれ

るもの。

２社
（公表猶予）

１年以内に特例子会社の設立を実現し、か

つ、実雇用率が全国平均実雇用率以上又

は、不足数が 0 人となると判断できるも

の。

０社
（公表猶予）

公表に至った企業 ２社 （公 表）

合 計 45 社

引き続き、法定
雇用率達成に向
けて指導を実施
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(参考)

障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）（抄）

（身体障害者又は知的障害者の雇用に関する事業主の責務）

第三十七条 すべて事業主は、身体障害者又は知的障害者の雇用に関し、社会連帯の理念に基づ

き、適当な雇用の場を与える共同の責務を有するものであつて、進んで身体障害者又は知的障

害者の雇入れに努めなければならない。

（一般事業主の雇用義務等）

第四十三条 事業主（常時雇用する労働者（以下単に「労働者」という。）を雇用する事業主を

いい、国及び地方公共団体を除く。以下同じ。）は、厚生労働省令で定める雇用関係の変動が

ある場合には、その雇用する身体障害者又は知的障害者である労働者の数が、その雇用する労

働者の数に障害者雇用率を乗じて得た数（その数に１人未満の端数があるときは、その端数は、

切り捨てる。第46条第１項において「法定雇用障害者数」という。）以上であるようにしなけ

ればならない。

２～５ （略）

（一般事業主の身体障害者又は知的障害者の雇入れに関する計画）

第四十六条 厚生労働大臣は、身体障害者又は知的障害者の雇用を促進するため必要があると認

める場合には、その雇用する身体障害者又は知的障害者である労働者の数が法定雇用身体障害

者数未満である事業主（特定組合等及び前条第１項の認定に係る特定事業主であるものを除く。

以下この条及び次条において同じ。）に対して、身体障害者又は知的障害者である労働者の数

がその法定雇用障害者数以上となるようにするため、厚生労働省令で定めるところにより、身

体障害者又は知的障害者の雇入れに関する計画の作成を命ずることができる。

２～４ （略）

５ 厚生労働大臣は、第一項の計画が著しく不適当であると認めるときは、当該計画を作成した

事業主に対してその変更を勧告することができる。

６ 厚生労働大臣は、特に必要があると認めるときは、第一項の計画を作成した事業主に対して、

その適正な実施に関し、勧告をすることができる。

（一般事業主についての公表）

第四十七条 厚生労働大臣は、前条第一項の計画を作成した事業主が、正当な理由がなく、同条

第五項又は第六項の勧告に従わないときは、その旨を公表することができる。
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